
 

別記第１ 

 

 

報     告 

 

 

本委員会は、地方公務員法の趣旨に則り、昨年 10 月に行った職員の給与等に関する報告

および勧告以降、物価、生計費その他給与決定に関する諸条件の推移について調査すると

ともに、職員給与等実態調査および職種別民間給与実態調査を実施し、職員の給与が社会

一般の情勢に適応しているかどうかを検討してきたが、その概要は次のとおりである。 

 

１ 給与勧告制度の基本的考え方 

地方公務員法において、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、社会一般の情勢

に適応するように、随時、適当な措置を講じなければならないとされるとともに、給与

については、生計費ならびに国および他の地方公共団体の職員ならびに民間事業の従事

者の給与その他の事情を考慮して定めなければならないとされている。 

人事委員会の給与勧告は、職員の労働基本権制約の代償措置として、職員に対し、社

会一般の情勢に適応した適正な給与を確保する機能を有するものであり、給与勧告を通

じて職員に適正な処遇を確保することは、職員の士気の高揚、労使関係の安定はもとよ

り、有為の人材の確保にも資するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

となっている。 

本委員会は、給与勧告に当たっては、社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保す

るため、職員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を

基本としている。この理由としては、職員も勤労者であり、勤務の対価として適正な給

与を支給することが必要とされる中で、県は民間企業と異なり、市場の抑制力という給

与決定上の制約が存在しないこと等から、その給与水準は、労使交渉等によってその時

々の経済・雇用情勢等を反映して決定される民間企業従業員の給与水準に準拠して定め

ることが最も合理的であると考えられることによる。 

職員の給与と民間企業従業員の給与との比較においては、主な給与決定要素である職

種、役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与額を対比させ、精密に比

較を行っている。また、「職種別民間給与実態調査」は、人事院および全国の人事委員

会と共同で実施しているもので、企業規模 50 人以上、かつ、事業所規模 50 人以上の事

業所を調査対象としており、これらの事業所の民間企業従業員の給与との比較を行って

いる。このような比較方法および調査対象については、国家公務員および地方公務員全

体の問題として、国において様々な議論・研究がなされた結果、最も適切な方式である
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とされているものである。なお、これまでに、民間企業従業員の給与をより広く把握し、

公務員の給与に反映させる観点から、調査対象企業規模の引下げや調査対象産業の拡大

などの見直しが行われてきたところである。 

 

２ 職員の給与 

本委員会が、平成 28 年４月１日現在で行った県職員および県費負担市町立学校教職員

（同日付けの退職者、特別職の職員、企業職員、臨時または非常勤の職員および休職中、

休業中、育児短時間勤務中または派遣中の職員を除く。）についての給与等実態調査の

結果、調査日現在の職員数は、県職員 9,006 人、県費負担市町立学校教職員 7,328 人、

合計 16,334 人である。 

これらの職員には、その従事する職務の種類に応じて行政職、警察職、研究職、医療

職、福祉職、教育職等 10 種の給料表が適用されているが、そのうち民間給与との比較を

行っている行政職給料表適用者は 3,241 人で、その平均給与月額は 368,566 円（給料

332,838 円、扶養手当 10,188 円、地域手当 25,540 円）であり、平均年齢は 42.7 歳（男

性 43.9 歳、女性 39.9 歳）、性別構成は男性 70.7％、女性 29.3％、学歴別構成は大学卒

69.1％、短大卒 15.0％、高校卒 15.9％となっている。 

また、全職員の平均給与月額は 389,667 円（給料 354,240 円、扶養手当 8,964 円、地

域手当 26,463 円）であり、その平均年齢は 42.3 歳（男性 43.0 歳、女性 41.1 歳）、性

別構成は男性 61.1％、女性 38.9％、学歴別構成は大学卒 81.6％、短大卒 7.9％、高校卒

10.2％、中学卒 0.3％である。 

                                            （参考資料第１表から第４表まで参照） 

 

３ 民間の給与 

本委員会は、人事院および全国の人事委員会と共同して、県内民間事業所のうち、企

業規模 50 人以上、かつ、事業所規模 50 人以上の 607 事業所から、層化無作為抽出法に

より抽出した 124 の事業所について、「平成 28 年職種別民間給与実態調査」を実施した。 

本年の調査完了率は、民間事業所の理解を得て、95.2％と極めて高いものとなってお

り、調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものといえる。 

その主な調査結果は、次の(1)～(5)のとおりである。 

 
 (1) 職種別給与 

民間事業所における本年４月の事務・技術関係職種等に該当する従業員 6,259 人の

給与について調査した。                （参考資料第 15 表参照） 

 
 (2) 初任給 

民間事業所における事務・技術系新規学卒者の本年４月の初任給について調査した

ところ、その平均月額は、次の表のとおりとなっている。 
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職   種 学   歴 初 任 給 額          

 

事務員および技術者 

           

大 学 卒 １９９，０３３ 円 

短 大 卒 １７７，０９４ 円 

高 校 卒 １６３，５９１ 円 

    注 金額は、基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所の平均）で 

あり、時間外手当、家族(扶養)手当、通勤手当等、特定の者にのみ支給される給与は除いている。 

                              （参考資料第 16 表参照） 

 
 (3) 家族（扶養）手当 

民間事業所における家族（扶養）手当の支給状況を調査したところ、これらの事業

所における手当の平均額は、次の表のとおりとなっている。 

扶 養 家 族 の 構 成 支 給 月 額          

配 偶 者                  １４，０５０ 円 

配 偶 者 と 子 １ 人                  １９，４８０ 円 

配 偶 者 と 子 ２ 人                  ２４，４６１ 円 

   注 家族(扶養)手当の支給につき、配偶者の収入に対する制限がある事業所を対象としたものである。 

                               （参考資料第 17 表参照） 

 
 (4) 住宅（住居）手当 

民間事業所における住宅（住居）手当の支給状況を調査したところ、これらの事業

所の 58.2％が住宅（住居）手当を支給しており、そのうち、借家・借間居住者に対す

る手当月額の最高支給額の平均額の階層は、27,000 円以上 28,000 円未満となってい

る。                          （参考資料第 18 表参照） 

 
 (5) 特別給 

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給の年間支給割合は、平均給与月額の 4.32 月分となっている。 

                                       （参考資料第 19 表参照） 

 

４ 職員の給与と民間従業員の給与の比較 

前記の職員給与等実態調査および職種別民間給与実態調査の結果に基づき、行政職給

料表適用職員（新規採用者等を除く。平均年齢 43.5 歳）と、その職務の種類、責任の度

合、年齢、学歴等が同等と認められる民間事業所の従業員（新規採用者等を除く。）に

ついて、相互の給与を対比させ精密に比較したところ、次の表に示すとおり、本年４月

において、職員給与が民間給与を１人当たり平均にして 1,037 円（0.26％）下回ってい

ることが明らかとなった。 
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職員の給与と民間従業員の給与の較差 

民間従業員       

の 給 与       

（Ａ） 

 
職 員 の 給 与 

 
（Ｂ） 

 
公 民 較 差 

 
（Ａ－Ｂ）       

３９３，１４８円 ３９２，１１１円 
１，０３７円 

 
（０．２６％） 

         注１ (Ａ)は、「きまって支給する給与」から時間外手当および通勤手当を減じた額である。 
          ２ (Ｂ)は、給料、扶養手当、地域手当のほか、住居手当、管理職手当等を含み、時間外勤務手当、 

通勤手当等は含まない。 
           

 

５ 本県職員の給与と国家公務員および他の都道府県職員の給与の比較 

昨年４月１日現在の国における行政職俸給表(一)適用職員と本県の行政職給料表適用

職員の学歴別、経験年数別の俸給（給料）の月額について、職員構成が国家公務員と同

一であるものとして算出したラスパイレス指数は 100.7 であった。 

また、同年の 47 都道府県の平均は 99.7、近畿６府県は 98.5～100.7 であった。 

 

６ 物価および生計費 

本年４月の消費者物価指数（総務省統計局）は、昨年４月に比べ全国では 0.3％下落

し、大津市で 0.2％の上昇となっている。 

また、本委員会が本年４月現在で算定した大津市における２人世帯、３人世帯および

４人世帯の標準生計費は、それぞれ 166,080 円、197,820 円および 229,580 円となった。 

                      （参考資料第 26 表および第 27 表その２参照） 

 

７ 人事院の報告・勧告等の概要 

人事院は、本年８月８日に国会および内閣に対して、国家公務員法、一般職の職員の

給与に関する法律、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律等の規定に基づき、

一般職の職員の給与について報告および勧告を行うとともに、一般職の職員の育児休業

等について意見の申出を行い、一般職の職員の勤務時間、休暇等について勧告を行った。

また、併せて、公務員人事管理について報告を行った。 

これらの概要は別紙のとおりである。 
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８ むすび 

 (1) 民間給与との較差に基づく給与改定 

本委員会は、以上に報告した職員の給与および民間事業所従業員の給与ならびに物

価および生計費、さらには国家公務員の給与改定等の諸事情を勘案し、職員の給与に

ついて、次のとおり改定を行う必要があるものと認める。 

現行の各給料表については、民間との給与比較を行っている行政職給料表は、本年

の民間給与との給与較差をはじめ、地方公務員法に規定する給与決定の諸条件を考慮

すれば、国家公務員の俸給表に準じて改定することが適当である。 

なお、行政職以外の給料表についても、国家公務員の俸給表に準じて改定するとと

もに、高等学校等教育職給料表ならびに小学校および中学校等教育職給料表について

は、全国人事委員会連合会において策定した「モデル給料表」に基づき改定すること

が適当である。 

地域手当については、本年４月１日現在、県内に勤務する職員は 7.15％、東京都特

別区に在勤する職員は 19.15％の割合で支給されているところであるが、同年４月１

日以降、本年の公民較差（0.26％）および給料表の引上げ改定を考慮し、それぞれ 

0.15％、0.35％引き上げることが適当である。 

医師および歯科医師に対する初任給調整手当については、人事院勧告に準じて改定

する必要がある。 

期末手当・勤勉手当については、民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支

給月数を 0.1 月分引き上げることが適当である。期末手当と勤勉手当の割振りおよび

期別の支給月数については、人事院勧告に準じて改定することが適当である。また、

再任用職員の期末手当・勤勉手当ならびに特定任期付職員および任期付研究員の期末

手当についても同様とする。 

 

 (2) 給与制度の改正 

  ア 給与制度の総合的見直し 

本委員会は、一昨年、地域間や世代間の給与配分の見直し等を内容とする国家公務

員の「給与制度の総合的見直し」に準じて報告および勧告を行い、昨年４月から給料

表水準を引き下げた上で、地域手当を段階的に引き上げることとしている。 

平成 28 年４月１日からの地域手当の支給割合は前述のとおりであるが、平成 29 年

４月１日からの地域手当の支給割合については、給与制度の総合的見直しによる給料

表の経過措置の解消状況等を踏まえ、条例に定める支給割合に引き上げることが適当

である。 
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  イ 配偶者に係る扶養手当の見直し 

扶養手当について、人事院は本年、民間企業および公務における配偶者に係る手当

をめぐる状況の変化等を踏まえ、配偶者に係る手当額を他の扶養親族に係る手当額と

同額の 6,500 円まで減額することとし、あわせて、子に要する経費の実情や我が国全

体として少子化対策が推進されていることに配慮し、配偶者に係る手当額を減額する

ことにより生ずる原資を用いて、子に係る手当額を 10,000 円に引き上げるよう報告お

よび勧告を行った。 

本県における扶養手当は、これまでから国の制度に準じたものとしてきたことから、

基本的に国に準じて見直しを実施することが適当と考えるが、配偶者に係る手当の受

給者への影響を一層少なくする観点から、より段階的に実施することとし、子に係る

手当額については、配偶者に係る手当額を減額することにより生ずる原資を基本に、 

10,000 円を超えない範囲内で段階的に引き上げることが適当である。なお、この考え

方に基づく各年度における手当額は、次の表のとおりである。 

（単位：円） 

年度 
扶養親族 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

平成33年度 

以降 

配偶者 

行政職給料表 

７級以下 
13,000  11,000  9,000  6,500  6,500  6,500 

行政職給料表 

８級 
13,000  11,000  9,000  6,500  3,500  3,500 

行政職給料表 

９級 
13,000  11,000  9,000  6,500  3,500 (支給しない) 

子  6,500 10,000円を超えない範囲内の額 

父母等 

行政職給料表 

７級以下 
 6,500  6,500  6,500  6,500  6,500  6,500 

行政職給料表 

８級 
 6,500  6,500  6,500  6,500  3,500  3,500 

行政職給料表 

９級 
 6,500  6,500  6,500  6,500  3,500 (支給しない) 

注１ 「行政職給料表７級」、「行政職給料表８級」、「行政職給料表９級」には、これらに相当する職務の級を含

む。 

２ 職員に配偶者がない場合の扶養親族１人に係る手当額については、平成 28 年度は 11,000 円、平成 29 年度は子

10,500 円・父母等 9,500 円、平成 30 年度は子 10,000 円・父母等 8,000 円、平成 31 年度以降はこの表に掲げる

子または父母等の額とする。 

３ 平成 29年度以降の子に係る手当額については、10,000円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額とし、

平成 29 年度は 7,300 円とする。 
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  ウ その他 

再任用職員の勤勉手当について、人事院は本年、再任用職員が増加する傾向にある

ことや在職期間の長期化が見込まれることに鑑み、勤務実績を支給額により反映し得

るよう、「優秀」適用者の成績率を「良好（標準）」適用者の成績率よりも一定程度

高いものとなるよう設定するとの報告を行った。本県においても、今後、国の措置内

容を踏まえ、対応を検討していく必要がある。 

また、人事院は本年、介護時間制度の新設に伴い、社会全体として育児や介護と仕

事の両立を支援していくことが重要課題となっていることを踏まえ、介護時間を承認

され勤務しなかった時間がある場合であっても、昇給制度や勤勉手当において直ちに

不利にならない取扱いとするとともに、あわせて、昇給制度における介護休暇および

育児休業の取扱いならびに勤勉手当における育児時間の取扱いについても、同様の取

扱いとなるよう所要の措置を講ずるとの報告を行った。育児や介護と仕事の両立支援

が重要な課題となっている点は本県においても同様であり、両立支援制度の整備と合

わせ、国に準じて措置を講ずることが適当である。 

 

 (3) 能力および実績に基づく人事管理 

能力・実績に応じた人事管理を推進するための改正地方公務員法の施行に伴い、任

命権者においては、本年４月から、公正性・公平性などの観点から創意工夫が施され

た人事評価制度が本格実施されている。 

人事評価については、地方公務員法において「任用、給与、分限その他の人事管理

の基礎とするために、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業

績を把握した上で行われる勤務成績の評価」と定義され、人材の育成、公務能率の向

上、組織の活性化、組織目標の達成、住民サービスの向上といったことが期待されて

いるところである。 

これらの実現のためには、人事評価制度が早期に定着し、適切に運用されることが

重要である。任命権者においては、人事評価制度の実施状況を把握し、工夫や改善の

余地がないか検証するとともに、評価者研修の実施や面談の充実などを通じ、人事評

価の納得性を高めながら運用していくことが必要である。本委員会としても、人事評

価制度の実施・運用状況を注視していく。 

また、本県では、本年３月に人材育成基本方針が改定され、「人こそが最大の経営

資源である」との認識のもと、職員の意欲と能力の向上に資する取組やそれらが最大

限発揮できる職場環境づくりなど総合的な取組が進められている。取組の推進に当た
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っては、人事評価制度が重要な手段の一つとして位置づけられているところであり、

任命権者においては、人事評価制度を効果的に活用することにより、人材育成や能力

開発を図り、県庁力の最大化につなげていくことが重要である。 

 

 (4) 時間外勤務の縮減 

時間外勤務の縮減は、職員の心身の健康や公務能率の向上に資するのみならず、ワ

ーク・ライフ・バランスや人材確保、女性の活躍推進の観点からも極めて重要な課題

であり、強くその実現が求められている。また、学校現場においては、教員の子ども

と向き合う時間を確保し、教育環境の充実にもつながるものである。 

本県においては、これまでから、定時退庁の取組や朝礼・終礼による勤務時間管理、

イクボス宣言など、様々な取組が行われてきたところである。また学校においても、

校務分掌の見直しや部活動指導の負担軽減策などが講じられてきたところであるが、

依然として時間外勤務の状況に大きな変化は見られず、学校現場においても教員の長

時間におよぶ勤務実態が見受けられるなど、これまでの取組が必ずしも十分浸透し、

有効に機能しているとは言い難い状況にある。 

任命権者においては、一斉消灯日の設定や、会議・説明会・報告・届出等の廃止・

簡素化など、本年度も新たな取組が進められているところであるが、これまでの取組

と合わせ、実効性をより高めるため、幹部職員の強いリーダーシップのもと、組織を

挙げて取り組む必要がある。また、引き続き、計画的かつ効率的な業務の運営と、ス

クラップアンドビルドなど事務事業の見直しを進め、業務量と人員配置のバランスの

とれた勤務環境の確保に努める必要がある。 

本委員会としても、引き続き、労働基準法第 36 条第１項に規定する協定の遵守状況

を確認し、協定を逸脱した勤務実態が認められる事業所に対しては改善に向けた指導

を行うなど、時間外勤務の適正化に取り組んでいく。 

 

 (5) メンタルヘルス対策の充実 

職員の心身両面における健康を保持・増進することは、職員本人の健康管理はもと

より、職員が能力を十分に発揮する上で重要であり、質の高い行政サービスに資する

ものである。 

しかしながら、本県における昨年度の長期療養者のうち、メンタルヘルスの不調に

よるものの占める割合は依然として高い傾向にあり、職員のメンタルヘルス対策が重

要な課題となっている。任命権者においてはこれまでから、「滋賀県職員メンタルヘ

ルス対策指針」等に基づき、総合的かつ体系的な対策の充実に努められてきたところ

であるが、本年度からは、職員自身のストレスへの気づきを促すこと等によりメンタ
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ルヘルス不調を未然に防止すること等を目的とする、労働安全衛生法に基づくストレ

スチェックが新たに実施されているところであり、この制度も有効に活用しながら、

メンタルヘルス対策の更なる充実・強化を図る必要がある。 

 

 (6) ハラスメントの防止 

職場におけるハラスメントは、人権や働く権利を侵害する行為であるとともに職場

環境を悪化させ、ひいては職員の心身の健康に悪影響を及ぼす要因となるものであり、

その防止は重要な課題である。また、近年、性的指向・性自認に関する正しい理解の

促進等が社会的課題となっている中、本年の人事院の報告においては、性的指向や性

自認をからかいの対象とする言動等もセクシュアルハラスメントに当たり許されない

ことが関係規程上も明確になるよう措置することなどに言及されているところである。 

本県ではこれまでから、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントの防止に

関する指針に基づき、啓発・研修や相談窓口の設置等の取組が進められてきたところ

であるが、未だにハラスメントの防止・根絶には至っていないことから、任命権者に

おいては、職員や管理監督者に対し、性的指向や性自認の課題も含め周知・啓発を徹

底するとともに、コミュニケーションの向上を図るなど、ハラスメントのない良好な

職場環境づくりに一層努める必要がある。 

なお、民間においては、来年１月から、妊娠、出産、育児休業・介護休業等の取得

等を理由とする上司・同僚による就業環境を害する行為(いわゆるマタハラ等)を防止

するための措置を講ずることが事業主に義務付けられることとなっており、国におい

ても、民間における措置内容を踏まえ、同様の防止策を講じることとされていること

から、本県においても、国の動向等に留意し、適切に防止策を講じていく必要がある。 

 

 (7) ワーク・ライフ・バランスの推進 

職員一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとと

もに、ライフステージに応じた家庭生活や地域生活を充実させることができる環境を

整えることは、職員の意欲や士気を向上させ、公務能率の向上に資することはもとよ

り、有為な人材の確保の観点からも重要である。本県においては、夏季朝型勤務、夏

季集中休暇の実施やイクボス宣言など、様々な取組が行われているが、引き続き、ワ

ーク・ライフ・バランスの推進に努める必要がある。 

また、人事院は本年、家族形態の変化や様々な介護の状況に柔軟に対応できるよう

民間労働法制の見直しが行われていることを踏まえ、その改正内容に即して、介護休

暇の分割、介護時間の新設、育児休業等に係る子の範囲の拡大その他の両立支援制度

を整備するための勧告等を行った。 

本県においても、適切な公務運営を確保しつつ、職員が働きながら育児や介護とい

った家庭責任を果たすことができる環境整備を一層進めていくことが求められている

ことから、今後の関係法令の改正の動向を注視し、適切に両立支援制度を整備すると
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ともに、職場の協力体制を整えるなど、制度を利用しやすい職場環境づくりに努める

必要がある。 

 

 (8) 男女共同参画、女性職員の活躍推進  

本県では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行

動計画が本年３月に策定され、女性職員の採用・育成・登用および環境の整備・組織

風土の醸成・意識改革に係る取組事項および数値目標が設定されているところである。

任命権者においては、仕事と家庭を両立しながらキャリアの形成を図る働き方の確立、

管理職に必要な能力養成や不安の解消、性別役割分担意識の解消など、女性職員も男

性職員も共にいきいきと活躍できる職場を目指し、着実に取組を進める必要がある。 

また、男性職員の育児参加への意識を高め、育児休業等の取得を促進することは、

男女共同参画を推進する上で重要な課題であり、本県においてもこれまでから、様々

な措置が講じられてきたところであるが、男性職員の育児休業等の取得率は依然とし

て低い状況にある。任命権者においては、管理職員および男性職員に対する意識啓発

や育児参加に関する制度の周知を推進するとともに、男女を問わず育児休業等を取得

しやすい職場環境づくりを一層進めていく必要がある。 

 

 (9) 高齢期の雇用問題 

公的年金の支給開始年齢の段階的な引上げに伴う雇用と年金の接続については、公

務においては当面、年金支給開始年齢に達するまで希望者を再任用するものとされて

おり、現行の再任用制度により雇用と年金を確実に接続することが求められている。 

本県においては、再任用職員の数が年々増加するとともにフルタイム勤務の割合が

大きくなってきていることから、任命権者においては、引き続き再任用制度の円滑な

運用に努めるとともに、再任用職員の意欲や能力・適性等を的確に把握し、定年前に

培った能力や経験をさらに本格的に活用していくことが重要である。 

また、再任用職員の給与の在り方について、人事院は、円滑な人事管理を図る観点

から、民間企業の再雇用者の給与の動向や各府省における再任用制度の運用状況等を

踏まえ、引き続き必要な検討を行っていくとしており、引き続きその動向を注視して

いく必要がある。 

 

 (10) 臨時職員の勤務条件 

本県においては、効率的で効果的な行政サービスの提供を行うために、臨時教職員

や臨時的任用職員等の形態での任用が行われ、公務運営において欠くことのできない

存在となっている。 

任命権者においては、引き続き、臨時職員の適正な勤務条件の確保に努め、人材の

確保や円滑な公務運営につなげていくことが重要である。 
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人事委員会の給与勧告制度は、公務員が労働基本権を制約されていることに対する

代償措置として設けられたものであり、職員に対し、社会一般の情勢に適応した給与

を実現する機能を有するものである。また、勧告の実施を通じて職員に適正な処遇を

確保することは、職員の士気の高揚、労使関係の安定はもとより、有為の人材の確保

にも資するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤となるものである。 

 

本委員会は、本年の給与勧告に当たり、様々な角度から慎重に検討を重ねた結果、

民間給与との較差を解消するための月例給の引上げと特別給の引上げを行うとともに、

給与制度の総合的見直しに係る地域手当の引上げや扶養手当の見直し等を行う内容の

報告および勧告としたところである。 

 

県議会および知事におかれては、人事委員会の給与勧告制度の果たす役割に深い理

解を示され、勧告どおり実施されるよう要請する。 
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